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５．担当業務における課題

○資金不足
漁協等が、自己資金の確保に苦慮している。

○人員不足
漁協等が窓口となる事業が多く、事業を進める人員が不足している。

○漁港整備との調整
漁港施設の被災、周辺の地盤沈下により、漁港整備との調整が必要。

○多様な行政手続き
建築制限、農地転用、水利権、特別名勝（松島）等の

行政手続きに時間が必要。





○関係市町や、水産分野に限らない幅広い分野との連携が重要。

○現状を踏まえ、先を見据えた復興の計画が重要。

○漁業の復興には、グループ化や協業化などの新たな経営形態の導入が重要。


